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労働基準法第三十八条の四第一項の規定により同項

第一号の業務に従事する労働者の適正な労働条件の

確保を図るための指針及び労働基準法施行規則第二

十四条の二の二第二項第六号の規定に基づき厚生労

働大臣の指定する業務の一部を改正する告示案 

（概要） 



1 

 

労働基準法第三十八条の四第一項の規定により同項第一号の業務に 

従事する労働者の適正な労働条件の確保を図るための指針及び労働基準法施行規則

第二十四条の二の二第二項第六号の規定に基づき厚生労働大臣の指定する業務の 

一部を改正する告示案（概要） 

１． 改正の概要 

（１）労働基準法第 38 条の４第１項の規定により同項第１号の業務に従事する労働

者の適正な労働条件の確保を図るための指針（平成 11 年労働省告示第 149 号）に

ついて、企画業務型裁量労働制（以下「企画型」という。）に係る以下の改正を行う。 

 

（対象労働者の要件） 

○ 対象労働者を定めるに当たっての適切な協議を促すため、使用者が当該事業場に

おける労働者の賃金水準を労使協議の当事者に示すことが望ましいことに留意す

ることが必要であることを示すこととする。 

○ 対象労働者に適用される評価制度及びこれに対応する賃金制度を変更しようと

する場合に、使用者が労使委員会に対し、事前に変更内容について説明を行うこと

が適当であることに留意することが必要であることを示すこととする。 

 

（本人同意・同意の撤回） 

○ 本人同意を得る際に、使用者が労働者に対し制度概要等について明示した上で説

明することが適当であること等に留意することが必要であることを示すこととす

る。 

○ 同意の撤回の手続を決議するに際しては、申出先の部署等を明らかにする必要が

あること及び同意の撤回を理由として不利益取扱いをしてはならないことを示す

とともに、撤回後の配置や処遇等についてあらかじめ決議で定めることが望ましい

ことに留意することが必要であることを示すこととする。 

 

（裁量の確保） 

○ 裁量労働制は、始業・終業時刻その他の時間配分の決定を労働者に委ねる制度で

あることを示すこととする。 

○ 労働者から時間配分の決定等に関する裁量が失われたと認められる場合には、労

働時間のみなしの効果は生じないものであることに留意することが必要であるこ

とを示すこととする。 

 

（健康・福祉確保措置） 

○ 「労働時間の状況」の概念及びその把握方法が労働安全衛生法（昭和 47 年法律

第 57号）と同一のものであることを示すこととする。 
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○ 健康・福祉確保措置の内容に、勤務間インターバルの確保、深夜業の回数制限、

労働時間の上限措置（一定の労働時間を超えた場合の制度の適用解除）、一定の労

働時間を超える対象労働者への医師の面接指導を追加し、決議することを示すこと

とする。 

○ 健康・福祉確保措置の内容を「事業場における制度的な措置」と「個々の対象労

働者に対する措置」に分類した上で、それぞれから１つずつ以上を実施することが

望ましいことに留意することが必要であることを示すこととする。 

○ 健康・福祉確保措置として、対象労働者の勤務状況及びその健康状態を踏まえ、

労働時間の上限措置（一定の労働時間を超えた場合の制度の適用解除）を決議する

ことが望ましいことに留意することが必要であることを示すこととする。 

○ 健康・福祉確保措置の結果を踏まえ、特定の対象労働者に制度を適用しないこと

とする場合における、配置及び処遇又はその決定方法について、あらかじめ決議で

定めておくことが望ましいことに留意することが必要であることを示すこととす

る。 

 

（みなし労働時間の設定と処遇の確保） 

○ みなし労働時間について決議するに当たっては、対象業務の内容、対象労働者に

適用される評価制度及びこれに対応する賃金制度を考慮して適切な水準とし、相応

の処遇を確保する必要があることを示すこととする。 

 

（労使委員会の実効性向上） 

○ 委員の半数以上からの申出があった場合に限らず、制度の実施状況等について定

期的に調査審議するために必要がある場合には、労使委員会を開催する必要がある

ことに留意することが必要であることを示すこととする。 

○ 労使委員会に求められる役割として、労使委員会においては、決議の内容が指針

の内容に適合するようにするとともに、決議の有効期間中も、定期的に制度の実施

状況に関する情報を把握し、対象労働者の働き方や処遇が制度の趣旨に沿ったもの

となっているかを調査審議し、必要に応じて、運用の改善を図ることや決議の内容

について見直しを行うことが求められることを示すこととする。また、委員は労使

委員会がこうした役割を担うことに留意することが必要であることを示すことと

する。 

○ 使用者は、過半数代表者が必要な手続を円滑に実施できるよう十分に話し合い、

必要な配慮を行うことが適当であることを示すこととする。 

○ 過半数代表者が適正に選出されていない場合等には、労使委員会による決議は無

効になること及び労使を代表する委員それぞれ１名計２名で構成される委員会は

労使委員会として認められないことを示すこととする。 
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○ 使用者及び委員は、対象労働者に適用される評価制度及びこれに対応する賃金制

度の内容の使用者からの説明に関する事項を運営規程に定めるに当たっては、使用

者からの説明は、決議に先立って行う必要があることに留意することが必要である

ことを示すこととする。 

○ 制度の趣旨に沿った適正な運用の確保に関する事項を運営規程に定めるに当た

っては、対象労働者の働き方や処遇が制度の趣旨に沿ったものとなっているかを労

使委員会で調査審議し、運用の改善を図ることや決議の内容について必要な見直し

を行うことが必要であること等を踏まえ、使用者及び委員は、制度の実施状況の把

握の頻度や方法を運営規程に定める必要があることに留意することが必要である

ことを示すこととする。 

○ 労使委員会の委員が制度の実施状況に関する情報を十分に把握するため、使用者

は、対象労働者に適用される評価制度及びこれに対応する賃金制度の運用状況を開

示することが適当であることに留意することが必要であることを示すこととする。 

 

（苦情処理措置） 

○ 労使委員会が苦情の内容を確実に把握できるようにすることや、苦情に至らない

ような運用上の問題点についても幅広く相談できる体制を整備することが望まし

いことに留意することが必要であることを示すこととする。 

○ 苦情処理措置に関して、使用者は、労働者から制度の適用に関する同意を得るに

当たって、苦情の申出先や苦情の申出方法等を書面で明示する等、具体的内容を説

明することが適当であることに留意することが必要であることを示すこととする

こと。 

 

○ その他所要の改正を行う。 

 

（２）労働基準法施行規則第 24 条の２の２第２項第６号の規定に基づき厚生労働大

臣の指定する業務（平成９年労働省告示第７号）について、以下の改正を行う。 

 

○ 銀行又は証券会社における顧客の合併及び買収に関する調査又は分析及びこれ

に基づく合併及び買収に関する考案及び助言をする業務について専門業務型裁量

労働制の対象とすることとする。 

 

２．適用期日 

適用期日：令和６年４月１日（予定） 


